
年金記録訂正請求に係る答申について
中国四国地方年金記録訂正審議会

平成２８年２月１５日答申分

○答申の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとするもの １件

厚生年金保険関係 １件

（２）年金記録の訂正を不要としたもの ２件

厚生年金保険関係 ２件



厚生局受付番号：中国四国（受）第 1500165 号

厚生局事案番号：中国四国（厚）第 1500080 号

第１ 結論

訂正請求記録の対象者のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資格

の取得年月日を昭和 19年 10 月１日、喪失年月日を昭和 22 年３月 23日に訂正し、昭

和 19 年 10 月から昭和 22 年２月までの標準報酬月額を１万円とすることが必要であ

る。

昭和 19年 10 月１日から昭和 22 年３月 23 日までの期間については、厚生年金保険

法第 75 条ただし書きの規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間とし

て記録することが必要である。

第２ 請求の要旨等

１ 請求者の氏名等

氏名（続柄） ： 男（子）

基礎年金番号 ：

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生

住 所 ：

２ 被保険者等の氏名等

氏 名 ： 女

基礎年金番号 ：

生 年 月 日 ： 大正 15 年生

３ 請求内容の要旨

請 求 期 間 ： 昭和 19年 10 月１日から昭和 22 年３月 23日まで

私の母は、女学校を卒業後、Ａ社に就職した。昭和 22 年４月の婚姻を機に退職

するまで同社で継続して勤務しており、厚生年金保険の被保険者であったと思うの

で、記録を訂正してほしい。

第３ 判断の理由

Ｂ社は、訂正請求記録の対象者に係る人事調書から、訂正請求記録の対象者は、請

求期間当時、正社員であった旨を回答しており、同社が提出した在職証明書から訂正

請求記録の対象者は、昭和 18 年９月 17日に入社し、昭和 22年３月 22 日に退職して

いることが確認できる。

また、厚生年金保険手帳記号番号払出簿（以下「払出簿」という。）から、訂正請

求記録の対象者は、昭和 19 年６月１日にＡ社Ｃ支店において厚生年金保険被保険者

資格を取得していることが確認できる。



一方、訂正請求記録の対象者に係る厚生年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」と

いう。）から、Ａ社Ｃ支店において、昭和 19 年６月１日に厚生年金保険の被保険者資

格を取得していることは確認できるが、当該旧台帳には資格喪失日が記載されていな

い。なお、当該旧台帳には、「全期間に対応する名簿＊.＊.＊(焼失）」「全部照合不能

台帳 31．12．25 認定」との記載がある。

このことについて日本年金機構Ｅ事務センターは、昭和＊年＊月＊日のＤの火災に

より、訂正請求記録の対象者のＡ社Ｃ支店での厚生年金保険被保険者期間についての

記録が焼失し、その後、復元作業を行ったが、昭和 31 年 12 月 25 日において、被保

険者資格喪失日までの全期間における記録の照合が不可能であることを認定したと

思料する旨を回答している。

以上のことから、訂正請求記録の対象者が、請求期間において、Ａ社に勤務してい

たと確認できること、請求期間に係る訂正請求記録の対象者の厚生年金保険の被保険

者記録は事業主が訂正請求記録の対象者の被保険者資格に係る届出を行った後に焼

失し、資格喪失年月日等が確認できないままに復元作業を終えたものと推認され、こ

の推認を妨げる特段の事情は見当たらない。

なお、訂正請求記録の対象者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、

旧台帳及び払出簿に昭和 19 年６月１日と記載されているが、昭和 19年６月から同年

９月までの期間については、労働者年金保険法（昭和 16 年法律第 60 号）が、厚生年

金保険法に名称を変更し、併せて適用範囲を一般事務職である男子や女子労働者に拡

大したことによる準備期間であったことから、厚生年金保険被保険者として保険料の

徴収は行われず、年金額の計算の基礎とならない期間となる。

これらを総合的に判断すると、訂正請求記録の対象者のＡ社Ｃ支店における厚生年

金保険被保険者資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は退職日（昭和 22 年

３月 22 日）の翌日である昭和 22年３月 23 日とすることが妥当である。

また、昭和 19 年 10 月から昭和 22 年２月までの標準報酬月額については、厚生年

金保険法及び船員保険法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条

の規定に準じ、１万円とすることが妥当である。



厚生局受付番号：中国四国（受）第 1500163 号

厚生局事案番号：中国四国（厚）第 1500079 号

第１ 結論

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日

及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

第２ 請求の要旨等

１ 請求者の氏名等

氏 名 ： 男

基礎年金番号 ：

生 年 月 日 ： 昭和 29年生

住 所 ：

２ 請求内容の要旨

請 求 期 間 ： 平成２年１月６日から平成４年９月１日まで

私は、請求期間において、Ａ社に勤務していた。給与は毎月 35 万円前後支給さ

れ、社会保険料等が８万円前後控除されていたが、厚生年金保険の記録が無いので、

調査の上、請求期間について記録を訂正してほしい。

第３ 判断の理由

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の回答から、請求者は、請求期間において、

Ａ社に勤務していたことが推認できる。

しかしながら、Ａ社は既に解散しており、請求期間当時の事業主は死亡している上、

事業主の妻（事業主が死亡した平成 11 年に事業を承継）は、「請求期間当時の資料が

何も残っておらず、請求期間当時は事業に全く関与していなかったので事情が分から

ない。」旨を陳述しており、請求者の請求期間における勤務実態、厚生年金保険の加

入及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認できない。

また、請求期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚

30 人に照会したところ９人から回答があり、そのうち３人が「請求期間当時、厚生

年金保険に加入していない者がいた。」旨を陳述していることから、同社では、必ず

しも全ての従業員を厚生年金保険に加入させていなかったものと推認される。

さらに、オンライン記録によると、Ａ社の請求期間に係る厚生年金保険の被保険者

記録に、請求者の名前はなく、健康保険の整理番号に欠番もない。

このほか、請求者は、請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も所持しておらず、ほかに厚生年金

保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情もない。

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が

厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。
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厚生局受付番号：中国四国（受）第 1500151 号

厚生局事案番号：中国四国（厚）第 1500081 号

第１ 結論

請求期間①について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日の訂正を認めることはできない。

請求期間②について、請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日の訂正を認めることはできない。

請求期間③について、請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月

日の訂正を認めることはできない。

請求期間④について、請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑤について、請求者のＣ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑥について、請求者のＤ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑦について、請求者のＥ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑧について、請求者のＦ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑨について、請求者のＧ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑩について、請求者のＥ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑪について、請求者のＨ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑫について、請求者のＩ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑬について、請求者のＪ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑭について、請求者のＫ社（現在は、Ｌ社）における厚生年金保険被保険

者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

請求期間⑮について、請求者のＭ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

第２ 請求の要旨等

１ 請求者の氏名等

氏 名 ： 男
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基礎年金番号 ：

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生

住 所 ：

２ 請求内容の要旨

請 求 期 間 ： ① 昭和 39年８月 31日から昭和 41年３月１日まで

② 昭和 44 年９月 26日から同年 11 月１日まで

③ 昭和 48 年８月 26日から昭和 51 年８月８日まで

④ 昭和 51 年８月９日から昭和 52 年 10 月１日まで

⑤ 昭和 52 年 10 月２日から昭和 53 年１月 25日まで

⑥ 昭和 53 年１月 26日から同年５月 30日まで

⑦ 昭和 53 年６月５日から同年 11 月 18 日まで

⑧ 昭和 53 年 11 月 20 日から昭和 54 年３月 26日まで

⑨ 昭和 54 年３月 27日から同年６月 14日まで

⑩ 昭和 54 年６月 16日から平成６年４月 30 日まで

⑪ 平成７年４月 10 日から同年 12 月 25 日まで

⑫ 平成８年１月７日から平成９年８月 30 日まで

⑬ 平成９年９月２日から平成 10年 11 月 30 日まで

⑭ 平成 14 年 11 月 15 日から平成 15 年６月 22日まで

⑮ 平成 17 年７月３日から平成 18 年７月 19日まで

私は、請求期間①から④までについては、昭和 36 年４月にＮ市にあったＯ事業

所に入社し勤務していたが、昭和 39 年頃にＰ市にある事業所へ転勤するよう口頭

で辞令を受け、それに従い異動した。また、昭和 48 年８月に一緒に勤務していた

Ｑ氏からＲ市にあった事業所へ転勤するよう指示があり、これも社命と思い単身で

赴任した。

昭和 51 年８月に再びＱ氏からＳ市に現場があった事業所へ転勤するよう指示が

あり、当初は単身で赴任していたが、作業期間の長期化に伴い家族で同市へ引っ越

しするも、６か月後に業務が中止となり、次はＴ県の現場への異動を指示されたが、

同氏に言われるままに異動することに嫌気がさしたことから、勤務事業所を退職し

た。

厚生年金保険の加入記録がある事業所名称が入社当初のＯ事業所（後に法人化し、

Ｕ社）からＡ社、更にＶ事業所（後に法人化し、Ｂ社）へと変更している理由は分

からないが、給与はいずれもＱ氏から手渡されており、同一の事業主の下で、指示

のあった作業場所で継続して勤務していたのに、厚生年金保険の加入記録が継続し

ていないことに納得できない。

請求期間⑤については、Ｂ社を退職後に、ハローワークＷの紹介でＣ社の事業主

と面接して入社し、試用期間はあったものの、その後に同社の正社員となり、給与

から厚生年金保険料が控除されていた。
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請求期間⑥については、ハローワークＳの紹介でＤ社の事業主と面接して入社し、

試用期間の後に同社の正社員となった。勤務の態様は、Ｄ社の社員でありながら、

Ｆ社の社員としてＸ社へ出向し、同社において勤務するというものであったが、Ｄ

社の社員として給与から厚生年金保険料が控除されていた。

請求期間⑦については、ハローワークＷの紹介でＥ社に入社し、Ｙ社Ｚ事業所へ

行くよう指示を受け、同事業所の業務に従事した。Ｅ社が社会保険のある会社であ

ることを確認した上で、同ハローワークの紹介を受けているので、給与から厚生年

金保険料が控除されていた。

請求期間⑧及び⑨については、Ｄ社に在籍したまま、同社の社長及びＦ社の社長

でありＧ社の部長であった者の指示に従い、請求期間⑧は、Ｆ社からＸ社Ｗ事業所

及び同社ａ事業所内のｂ社において、請求期間⑨は、Ｇ社からｃ社に出向し、同社

の関連会社であるｄ社ｅ事業所及びｆ社において、それぞれｇ職の業務に従事して

いた。

なお、Ｄ社、Ｆ社及びＧ社はｇ職ブローカーであり、指示されるまま出向により

勤務し、給与はそれぞれのｇ職ブローカーから現金で受け取っていた。

請求期間⑩については、Ｅ社を通じてＹ社Ｚ事業所ｇ部から本採用にする旨の連

絡があったため、Ｅ社に入社し、同社の指示によりＹ社において業務に従事した。

労働条件等に関して書類による契約はしていないが、請求期間⑦に入社した際のハ

ローワークの求人票にあった入社条件で雇用されており、給与から厚生年金保険料

が控除されていた。

請求期間⑪については、ハローワークＳの紹介でＨ社に入社し、ｈ社ｉ事業所及

び同社Ｓ事業所に出向して勤務した。

ハローワークのＨ社に係る求人票に「各種加入保険有り」と記載されていた。出

向先との雇用関係はなかった。

請求期間⑫について、ハローワークＳの紹介で人材派遣業のＩ社Ｓ支社の所長の

面接を受けて入社し、同社から派遣又は出向により、Ｘ社ａ事業所ｇ部及び同工場

内にある株式会社ｊ社ｇ部でｇ職を業務として勤務していた。

Ｉ社では、求人票の入社条件に「加入保険などは全て加入」と記載されていたこ

とを記憶している。派遣先又は出向先との雇用関係はなかった。

請求期間⑬については、ハローワークＳの紹介でＪ社の社長等と面接して採用さ

れ、採用後は同社の社員として k社ｉ事業所及びｌ社に出向し、給与は私が代表取

締役である会社名義の口座に毎月 30 万円が振り込まれていた。

また、ハローワークでの求職申込及びＪ社の面接時に「各種保険完備」と説明を

受けており、定期健康診断も同社の会社名で受けていた上、給与明細書で厚生年金

保険料が給与から控除されていたことを確認している。

請求期間⑭については、ハローワークＳの紹介でＫ社の課長と面接して、同社に

正社員として採用された。採用時から係長となり統括本部長の任命を受け、ｍ社及

びｎ社の現場においてｇ職に従事した。
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また、ハローワークでの求職申込及びＫ社の面接時に「各種保険完備」と説明を

受けており、給与は私名義の口座に振り込まれ、給与明細書で厚生年金保険料が給

与から控除されていたことを確認している。

請求期間⑮については、ハローワークｏの紹介でＭ社の社長等と面接して採用さ

れ、採用後は同社の社員としてｐ社ｑ事業所及び k 社ｒ事業所に出張し、ｇ職に関

する業務に従事したり、Ｍ社のｓにあった工場で海外出張の業務を一任されたこと

もあった。

また、ハローワークでの求職申込及びＭ社の面接時に「各種保険完備」と説明を

受けており、給与明細書で厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認し

ている。

第３ 判断の理由

１ 請求期間①について、オンライン記録でＵ社及びＡ社の両社において厚生年金保

険の被保険者記録のある同僚の回答から、Ｕ社からＡ社への移籍時期は不明ながら、

継続して両社に勤務していたことはうかがえる。

しかしながら、Ｕ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日（昭和 39 年８

月 31 日）及びＡ社における同資格の取得日（昭和 41 年３月１日）が請求者と同日

である同僚のＵ社に係る健康保険被保険者証は、健康保険厚生年金保険被保険者原

票を見ると、請求者と同日の昭和 39 年 10 月６日に返納処理されていることが確認

できる上、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所になったのは、請求者の同社における

資格取得日と同日であることから、請求期間①当時、同社は適用事業所ではない。

また、Ｕ社及びＡ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、両

社の請求期間①当時の事業主も死亡している上、請求者が記憶する同僚等からも請

求者の勤務実態等について具体的な回答は得られない。

２ 請求期間②について、オンライン記録でＡ社及びＢ社の両社において厚生年金保

険の被保険者記録のある複数の同僚の回答から、Ａ社からＢ社への移籍時期は不明

ながら、継続して両社に勤務していたことはうかがえる。

しかしながら、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日（昭和 44 年９

月 26 日）及びＢ社における同資格の取得日（昭和 44 年 11 月１日）が、請求者と

同日である同僚４名のＡ社に係る雇用保険の離職日は、請求者を含め全員が昭和 44

年９月25日であり、同社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日と符合する。

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、上記同僚４名のうち２名の

Ａ社に係る健康保険被保険者証は、請求者と同日の昭和 44 年 10 月 31 日に返納処

理されていることが確認できる上、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所になったのは、

請求者の同社における資格取得日と同日であることから、請求期間②当時、同社は

適用事業所ではない。

さらに、Ａ社及びＢ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

Ａ社の請求期間②当時の事業主は死亡していることが確認でき、Ｂ社の事業主は、
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「高齢のため、請求期間②当時の記憶がほとんどない。」旨を回答している上、請

求者が記憶する同僚等からも請求者の勤務実態等について具体的な回答は得られ

ない。

３ 請求期間③及び④について、Ｂ社の事業主、及び請求者が同社の社員で同じ作業

現場で勤務していたとして名前を挙げた同僚２名の回答から、請求者は、請求者が

主張する作業現場において同社の業務に従事していたことはうかがえる。

しかしながら、雇用保険の被保険者記録から、請求者のＢ社における離職日は昭

和 48 年８月 25日であり、同社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日（昭和

48 年８月 26 日）と符合する上、オンライン記録によると、同社は同年９月 18 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている。

また、上記同僚２名は、「賃金はＢ社から受け取っていたものの、個人で働いて

いたので給与ではなかった。」、「Ｂ社の社員ではなく、個人事業主の同業者として

仕事に従事しており、同社からの報酬を給与として受け取っていない。」旨をそれ

ぞれが回答している上、当該２名は請求期間③及び④において国民年金に加入し、

国民年金保険料を納付していることを踏まえると、当該期間は、同社の社員として

ではなく、同社の事業主の下に各々の個人事業主が集まって仕事をしていた構図が

うかがえる。

なお、請求者は、請求期間①の始期から請求期間④の終期までは同一の事業主の

下で、指示のあった作業場所で継続して勤務していたと主張しているが、各事業所

は全く別々の事業所であり、それぞれの事業所において厚生年金保険の適用事業所

であった期間は相違している上、当該期間に一緒に勤務したとして請求者が名前を

挙げた複数の同僚等は、各事業所は別々の事業所であった旨を回答しており、請求

者の厚生年金保険の記録が途切れていることに特段の不自然さはみられない。

４ 請求期間⑤について、Ｃ社の元取締役は、「私は、Ｃ社から別の企業に派遣され

ていたので請求者を知らないが、請求者が同社から大手企業に派遣されていたので

あれば、外注社員であったと考えられ、外注社員は出来高制であり、同社で社会保

険に加入させることはなかった。Ｃ社は、高卒などの技術が未熟な者は正社員とし

て雇用し、社会保険に加入させていたが、一人前になれば外注社員として出来高制

に移行していた。」旨を陳述している。

また、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も死

亡している上、請求者が記憶する同僚に文書照会をしても回答が得られず、請求者

の勤務実態等について確認することができない。

さらに、請求者のＣ社における雇用保険の被保険者記録は無く、同社の健康保険

厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録を確認したが、請求期間⑤において

請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。

加えて、請求者は、ハローワークＷの紹介により、Ｃ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主

張する求人内容を確認することができない。



- 6 -

５ 請求期間⑥について、Ｄ社は既に解散しており、当該期間当時の事業主及び請求

者が出向の指示を受けたとして名前を挙げた者も既に死亡している上、当時の取締

役は、「請求期間⑥当時の資料が無く、請求者の勤務状況及び厚生年金保険料の控

除については不明である。」と回答していることから、当時の状況を聴取すること

ができず、請求者の同社における請求期間⑥に係る勤務状況及び厚生年金保険料控

除の有無について確認できない。

また、請求者は、Ｄ社に入社時に試用期間があったが、同社で厚生年金保険に加

入していたと主張しているが、上記の取締役は、「入社後 180 日間は試用期間があ

ったので、当該期間は社会保険等の手続は行っていなかったと思う。」旨を回答し

ており、同社では、入社と同時に厚生年金保険に加入させていない状況があったこ

とがうかがえる。

さらに、請求者のＤ社における雇用保険の被保険者記録は無く、同社の健康保険

厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録を確認したが、請求期間⑥において

請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。

加えて、請求者は、ハローワークＳの紹介により、Ｄ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主

張する求人内容を確認することができない。

なお、請求者は、Ｆ社の社長の指示に従い出向先に勤務したと主張していること

から、同社における厚生年金保険への加入状況を確認したところ、同社が厚生年金

保険の適用事業所になったのは昭和 54 年４月１日であり、請求期間⑥当時は適用

事業所ではないため、請求者は、同社において当該期間に厚生年金保険の被保険者

とはなり得ない。

６ 請求期間⑦及び⑩について、請求期間⑦については請求者が提出した資料、請求

期間⑩については請求者が提出した資料及びＹ社で請求者と一緒に勤務していた

者 10 名の回答から、勤務期間の特定はできないものの、請求者はＥ社の所属とし

てＹ社に勤務していたことが確認できる。

しかしながら、上記資料等からは請求者のＥ社における雇用形態等は確認できな

い上、同社の後継事業所であるｔ社及びｕ社は、Ｅ社に関する書類は無い旨を回答

しており、請求者の請求期間⑦及び⑩における勤務状況及び厚生年金保険料控除の

有無について確認できない。

また、Ｅ社で厚生年金保険の被保険者記録がある者のうち、請求者が同社におけ

る同僚として名前を挙げた者で連絡先が判明した者を含む４名に文書照会をした

ところ、請求期間⑦については回答が得られず、また、請求期間⑩について回答が

あった２名のうち、社会保険事務を担当していたとする者は、「請求者を覚えてい

ない。」と回答しており、残る１名は、「私がＥ社に勤務した期間について、同社の

社員の中にも外注の中にも請求者はいなかった。」と陳述しており、請求者の同社

における勤務状況及び厚生年金保険料控除の有無について確認できない。

さらに、請求者のＥ社における雇用保険の被保険者記録は無く、同社の健康保険
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厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録を確認したが、請求期間⑦及び⑩に

おいて請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。

加えて、請求者は、ハローワークＷの紹介により、Ｅ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主

張する求人内容を確認することができない。

なお、請求者は、請求期間⑩の大部分を含む昭和 55 年３月１日から平成 19 年２

月 20 日までの期間、当時居住していたＳ市において、国民健康保険に加入してい

たことが確認できる。

７ 請求期間⑧及び⑨について、請求者が提出した通門証の写し、Ｇ社の回答及び派

遣先事業所の従業員の陳述から、期間は特定できないものの、請求者は、請求期間

⑧においてＸ社、請求期間⑨においてｄ社の業務に従事していたことがうかがえる。

しかしながら、上記資料及び陳述からは、請求者のＦ社との雇用関係は不明であ

る上、同社は既に解散しており、請求期間⑧当時の事業主からは文書照会に対する

回答は得られず、請求者の同社における当該期間に係る在籍、勤務状況及び厚生年

金保険料控除の有無について確認できない。

また、Ｆ社の会社設立は昭和 54年３月 14 日であり、同社が厚生年金保険の適用

事業所になったのは同年４月１日であることから、請求期間⑧当時は適用事業所で

はないため、請求者は、同社において当該期間に厚生年金保険の被保険者とはなり

得ない。

さらに、請求者がＦ社の社長であり、Ｇ社の部長であって出向の指示を受けたと

して名前を挙げた者は、Ｆ社の商業登記簿の役員欄には記載されていない上、既に

死亡していることから、請求期間⑧当時の状況を聴取することができない。

加えて、請求期間⑧における派遣先のｂ社及び請求期間⑨における派遣先のｃ社

の従業員は、いずれも「請求者は、Ｇ社から来ていた。」と陳述している上、Ｇ社

は、「請求者が出向の指示を受けたとして名前を挙げた者は、当社のＳ事業所の所

長であり、請求期間⑧及び⑨当時、出向者の取りまとめを担当していた。請求者が

所持する通門証の写しから、請求者は当社の社員であったと思われる。」旨を陳述

しているが、一方で同社は、「請求期間⑧及び⑨当時の資料が無く、請求者の勤務

状況及び厚生年金保険料控除については不明である。」と回答しており、請求者の

同社における当該期間に係る勤務状況及び厚生年金保険料控除の有無について確

認できない。

その上、請求者が在籍していたと主張するＤ社は既に解散しており、請求期間⑧

及び⑨当時の同社の事業主も死亡している上、当時の同社の取締役は、「請求期間

⑧及び⑨当時の資料が無く、請求者の在籍、勤務状況及び厚生年金保険料控除につ

いては不明である。」と回答しており、請求者の同社における当該期間に係る在籍、

勤務状況及び厚生年金保険料控除の有無について確認できない。

また、請求者のＦ社及びＧ社における雇用保険の被保険者記録は無く、Ｆ社の健

康保険厚生年金保険被保険者原票、Ｇ社の同被保険者名簿及びオンライン記録を確
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認したが、請求期間⑧及び⑨において請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理

番号に欠番も無い。

８ 請求期間⑪について、Ｈ社の元取締役は、「明確な時期は不明であるが、平成７

年頃、Ｈ社が業務を請け負っていたｈ社Ｓ事業所において、請求者は、Ｈ社が契約

した外注業者としてｇ職の業務に従事していた。」旨を回答しており、期間は特定

できないものの、請求者は、同社が業務を請け負っていたｈ社の業務に従事してい

たことはうかがえる。

しかしながら、上記元取締役は、「請求者は、Ｈ社が外注していた業者であって、

同社の正社員ではなく、国民年金及び国民健康保険などの社会保険は外注者自身で

加入してもらうことになっていた。」と回答している。

また、Ｈ社は、「請求者のように自営業者の代表を務める者は、外注業者として

請負契約等により業務を委託することはあっても、正社員として採用することはな

い。また、請負契約事業者などの外注業者に係る社会保険の取扱いは、国民年金及

び国民健康保険などに外注業者自身で加入してもらっていた。」と回答している。

さらに、請求者のＨ社に係る雇用保険の被保険者記録は無く、オンライン記録を

確認したが、請求期間⑪において請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理番号

に欠番も無い。

加えて、請求者は、Ｈ社からの報酬が、請求者が代表取締役を務めるｖ社名義の

取引口座に振り込まれていることについて、「Ｈ社から、私の給与が振り込まれた

ものであり、便宜上、ｖ社の口座を利用しただけである。」と主張しているが、Ｈ

社は、「雇用関係に基づく賃金の場合は、給与の振込先は、請求者本人名義の銀行

口座に振り込むことになるが、請求者が代表取締役を務めるｖ社の口座に振込みが

行われているということは、当社と請求者の関係は雇用関係ではなく、一取引先（請

負契約による外注業者）としての契約による関係であったと考えられる。」と回答

している。

なお、労働基準法施行規則第７条の２第１項によると、使用者は、労働者の同意

を得た場合には、賃金の支払について「当該労働者が指定する銀行その他の金融機

関に対する当該労働者の預金又は貯金への振込み」によることができる旨が規定さ

れていることから、仮に、Ｈ社と請求者の間に雇用関係が成立していた場合は、賃

金は請求者本人名義の口座に振り込まれなければならず、本人名義以外の口座であ

るｖ社の口座に請求者の給与が振り込まれることはないと考えられる。

また、請求者は、ハローワークＳの紹介により、Ｈ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主

張する求人内容を確認することができない。

なお、請求者は、請求期間⑪を含む昭和 55 年３月１日から平成 19 年２月 20 日

までの期間、当時居住していたＳ市において、国民健康保険に加入していたことが

確認できる。

９ 請求期間⑫について、Ｉ社は、「請求者は、平成８年２月７日から平成９年８月
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８日まで当社における在籍記録が確認できる。」と回答している。

しかしながら、Ｉ社は、「請求期間⑫当時の給与明細書等の関係書類は廃棄して

いるが、健康保険の加入記録に請求者の記録が無いことから、請求者は厚生年金保

険に加入していなかったと思われる。また、請求者は、派遣社員で短期間の雇用を

繰り返す『短期間雇用社員』であり、当該社員は国民年金に加入することを前提と

して就労していた。」旨を陳述している。

なお、請求者が記憶する同僚３名に文書照会を行ったが、回答は得られず、当該

同僚から、請求者のＩ社における請求期間⑫に係る勤務状況及び厚生年金保険料控

除の有無について確認できない。

また、請求者のＩ社における雇用保険の被保険者記録は無く、オンライン記録を

確認したが、請求期間⑫において請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理番号

に欠番も無い。

さらに、請求者は、ハローワークＳの紹介により、Ｉ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主

張する求人内容を確認することができない。

なお、請求者は、請求期間⑫を含む昭和 55 年３月１日から平成 19 年２月 20 日

までの期間、当時居住していたＳ市において、国民健康保険に加入していたことが

確認できる。

10 請求期間⑬について、Ｊ社は、「請求者は当社の従業員ではなく、外注業者とし

て請求者が代表取締役を務めるｖ社と契約していたので、同社への振込みは請求者

の給与ではなく、同社への外注契約に基づく委託代金である。」と回答し、同社か

ら提出された元帳の「外註費」欄には、「平成９年 10 月 31 日、ｖ社、326,500 円」

の記載が確認できる上、請求者が同社からの給与振込みであると主張して提出した

請求者が代表取締役を務めるｖ社名義の預金通帳の写しにおいて、平成９年 10 月

31 日にＪ社からの振込みが確認でき、同社の「外註費」記録と符合している。

また、Ｊ社は、「定期健康診断は、正社員及び外注業者を区別することなく、当

社が費用を全額負担して受けてもらっていたが、外注業者を当社で厚生年金保険に

加入させることはなく、委託代金から保険料を控除することもなかった。」と陳述

していることから、同社と請求者は雇用契約による関係ではなく、一取引先の会社

としての外注契約による関係であったことが推認できる。

さらに、請求者が一緒に勤務したとして名前を挙げた同僚のうち、住所の特定で

きた２名に文書照会したが、回答が無く、請求者の雇用実態及び厚生年金保険料控

除の有無について確認できない。

加えて、請求者のＪ社における雇用保険の被保険者記録は無く、オンライン記録

を確認したが、請求期間⑬において請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理番

号に欠番も無い。

その上、請求者は、ハローワークＳの紹介により、Ｊ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主
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張する求人案内を確認することができない。

なお、請求者は、請求期間⑬を含む昭和 55 年３月１日から平成 19 年２月 20 日

までの期間、当時居住していたＳ市において、国民健康保険に加入していたことが

確認できる。

11 請求期間⑭について、雇用保険の被保険者記録から、請求者は、Ｌ社に平成 14

年 12 月１日から平成 15年５月 31日まで雇用されていたことが確認できる。

しかしながら、オンライン記録から、Ｋ社が厚生年金保険の適用事業所であった

記録は確認できない上、同社の代表取締役は、「当社は、従業員の全員を厚生年金

保険に加入しない取扱いをしており、従業員が各自で国民年金及び国民健康保険に

加入することを説明した上で採用していた。請求期間⑭当時、給与から雇用保険料

は控除していたものの、厚生年金保険料は控除していなかった。現在、会社は倒産

しており、当時の資料は残っていない。」旨を陳述しており、当該代表取締役も請

求期間⑭は国民年金の加入記録であることが確認できる。

また、請求者の給与振込口座である金融機関の普通預金取引履歴照会において、

平成 14年 12月 25日から平成 15年６月 25日までに毎月 25日以降で７回にわたり

Ｋ社又はＬ社からの振込みが確認できるが、当該振込額からは厚生年金保険料控除

の有無及び控除額は確認できない。

さらに、請求者がＫ社で一緒に勤務したとして名前を挙げた同僚は、生年月日等

により当該同僚を特定することができないため、請求期間⑭当時の状況について聴

取することができず、請求者の同社における厚生年金保険料の控除について確認で

きない。

加えて、請求者は、ハローワークＳの紹介により、Ｋ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主

張する求人案内を確認することができない。

なお、請求者は、請求期間⑭を含む昭和 55 年３月１日から平成 19 年２月 20 日

までの間、当時居住していたＳ市において、国民健康保険に加入していたことが確

認できる。

12 請求期間⑮について、Ｍ社の当該期間当時の取締役で経理事務担当であったとす

る者は、「請求者は、勤務した期間は不明であるが、Ｍ社に在籍していた。」旨を回

答していることから、請求者は、時期は特定できないものの、同社に勤務していた

ことが推認される。

しかしながら、上記経理事務担当者は、「Ｍ社は破産しており、請求期間⑮当時

の資料が無く、厚生年金保険の加入の取扱いについては不明である。」と回答して

いる上、請求者が記憶するＭ社で一緒に勤務したとする同僚のうち回答のあった者

は、「請求者を記憶しているが、請求者の雇用形態、厚生年金保険の加入状況及び

保険料控除については分からない。」旨を回答しており、請求者の請求期間⑮に係

る勤務状況及び厚生年金保険料控除の有無について確認できない。

また、請求者に係る平成 17 年分及び平成 18 年分の確定申告書の写しによると、
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それぞれの申告書において社会保険料控除欄に控除額の記載が無く、社会保険料控

除の申告を行っていないことが確認できる。

さらに、請求者のＭ社における雇用保険の被保険者記録は無く、オンライン記録

を確認したが、請求期間⑮において請求者の名前は見当たらず、健康保険の整理番

号に欠番も無い。

加えて、請求者は、ハローワークｏの紹介により、Ｍ社に入社したとしているが、

ハローワークは、求人票等の資料は廃棄済みである旨を回答しており、請求者が主

張する求人案内を確認することができない。

なお、請求者は、請求期間⑮を含む昭和 55 年３月１日から平成 19 年２月 20 日

まで期間、当時居住していたＳ市において、国民健康保険に加入していたことが確

認できる。

13 このほか、請求者は、請求期間①から⑮までに係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておら

ず、ほかに保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情もな

い。

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険の被保険者として、請求期間①から⑮までに係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。


